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の 三つのアプローチに 焦点を当てることにし 

た。 論文・書籍・ 学会報などの 英語文献を中 

心に、 日本語文献も 併せて 300 点を超える学 
術資料の内容分析を 行い、 表 1 のように戦略的 

知性の機能と 考えられるものを 同定 し 、 分類 

した。 

表 ] は 拮的知世 研究による 接 田内 知世 の 援能 

@ 分野 l% 能   

政 

策デ 

ザ イ 
ン 

予測 

戦略形成 

早期 接戒 、 探索的予測、 代替 

的発展、 バックキャスティン 

グ、 ピジョン構築 

問題のフレーミンバ、 標準 

化、 優先順位付け、 特定の関 

係者の支持、 長期政策の展 

開、 長期競争力 

政
策
選
択
・
実
施
 

意思決定支援 

マネジメント 

制
報
 

 
 

ヒ
 

択
強
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地
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政
 

 
 

意義、 効率、 有効性、 点検と 

謂整 、 イノベーションマネジ 

メント、 対立マネジメント 

Backer  lg91; Carace Ⅲ &  PresHll2000) 。 表 2 は 

先行研究 (Pelz  1978;  Whiteman  l985;  Pa 廿 on 

1997;  D 由 ler-Larsen  2000) より明らかにされた 

知識活動の利用形態を 統合的に整理したもの 

であ る。 縦軸は利用対象であ り、 活動の結果 
を 利用するのか、 過程を利用するのかに 大別 

される。 さらに結果の 利用は具体的か 抽象的 
かに分けられる。 例えば、 研究開発評価委員 
会の評価報告書は「結果」であ り、 その報告 

書のデータや 知見を直接的・ 明示的に政策立 

案や実施に利用することは「具体的」となる。 
大抵は、 今後の政策立案の 参考にするにいっ 

た「抽象的」 ( 間接的・暗示的 ) な利用が多い。 
評価委員会の 議論が評価委員や 被評価者のコ 

ミュニケーションを 円滑にしたり、 彼らの理 
解を促したりすることは、 「過程」の利用とな 

る 。 これに対し横軸は 利用の性質であ り、 利 

用者が知識活動を 実際に役立てる 意図を持っ 

て利用するのか ( 実質的利用 ) 、 知識活動を別 

の政治的意図のために 利用したり、 知識活動 

を行うこと自体を 目的とするのか ( 象徴的利 

用 ) 、 に分けられる。 後者の良く知られた 何と 

して、 審議会の隠れ 蓑論 ( F 自治研究 コ 1964) が 

挙げられる。 

政 
策 
整 
備 

説明主任 質の保証、 民主的説明責任、 

政治的説明吉住、 唱導、 財政 

的説明文仁、 行政的説明責任 

ク
 

 
 

ワ
 

ト
 

 
 ネ

化
 

社会的受容、 市民参加、 コミ 

ュニケーション、 ネットワー 

ク形成、 言質Ⅰ公約、 解釈の 

共有、 社会的論争、 合意形成 

学習 国民の意識、 国民理解、 知識 

の共有、 科学者の責任、 能力 

の確立、 祖 技的 ・個人的学習、 

社会的学習 

利用研究による 6 の機能 

知識の利用研究は 1960 年代後半から 知識社会 

学、 知識政策論、 教育学などの 学際的な研究 

分野として確立し、 その後、 研究や評価の 利 
用研究への応用が 進んで い る (Crawford & 
Biderman@ 1969;@ Weiss@ 1977;@ Linblom@ &@ Cohen 
1979;@ Ciarlo@ 1981;@ McLaughlin@ et@ al ， 1988; 

表 2 利用研究による 廿略 的知性の臆 能 

  l 文史的 l 集 衛的   

  拮 其の具体的な 利用 l 道具的 l 説得的   

  拮果 の拙技的な利 ffl  h 概念的 l 正統化   

l% 程の利用 l 対話的 l 戦術的   

事例研究の方法論 

第二の目的のため、 本研究では日本の 政府レ 

ベルの政策過程に 焦点を当て、 関係者間にお いてどちらかと 言えば論争 由 りな技術 と ど ち ら 

かと言えば合意的な 技術を比較検討するため 

に 、 原子力と太陽光発電の 技術研究開発を 事 

例として採り 上げる。 戦略的知性という 研究 
フレームワータを 日本の文脈に 適用する理由 

は、 (1) 歴史的・制度的に 見て欧米のように 戦 
略的知性の活動がそれほど 強くアプローチ ご 

とに分化しておらず、 横断的・融合的な 実践 
も見られること、 (2) 国会における 戦略的知性 
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の 実践が乏しいことにより、 政策立案から 実 

施、 評価までの政策過程に 必要な知識活動が 

政府に集約されていること、 (3) 近年情報公開 

や政策評価の 法整備が進み、 政策過程がより 

明示化されるようになったこと、 であ る。 

利用研究の難しさは、 文献調査やサーベイ、 
インタビューからだけでは 必ずしも利用の 実 

態が分からないことであ る。 文献調査では、 

知識活動の間接的・ 長期的な政策への 影響を 
追跡しづらい。 また、 サーベイでは 平均化が 

信頼できるほど 母数が多くないこと、 インタ 
ビュ一では回答者の 信念や記憶、 誠実さに頼 

る要素が大きくなること、 などの問題があ る。 

組織として戦略的知性を 利用することがほと 

んどであ るため、 利用者個々人が 特定の活動 

と特定の政策との 結びつきを明確にすること 
も 難しいと想定される。 そこで本研究では 文 

献調査と半構造化インタビュ 一に加え、 Q 方 
法論 (Stephenson 1953;Brown l980) を採り入れ 

た複合的な手法によって 分析する。 Q 方法論 
については詳述する 紙幅がないが、 回答者の 

個人的なパースペクティブが 回答者自身の 手 

によってグループ 化されるというポスト 実証 
主義的な定量的手法であ る (Pack l999) 。 これ 

により各個人の 回答の傾向を 特定の見解の 一 

つとして理解することが 可能となる。 具体的 

には上述の 49 の機能を準正規分布に 則って最 

も同意できるものから 最も同意できないもの 

まで回答者に 分類してもらうという 手続きを 

採る。 

これまでの成果 

これまでの研究により 得られた成果として・ 

原子力技術研究開発に 関わる戦略的知性の 利 
用について 26 人へのインタビューとその 内 18 

人への Q 方法論の適用により、 以下のような 
4 つの異なるパースペクティブが 存在するこ 

とが分かった。 また、 それぞれのパースペタ 

ティブは回答者の 職業や履歴に 必ずしも関わ 
りがなれことも 明らかとなった。 複数のパー 

スペタティブを 有したり、 どれにも当てはま 

らな い 回答者も存在するが、 「メタ政策」 
(Majone l989) と呼ばれる戦略的知性に 対する 

見解が関係者間で 一致しておらず、 大別でき 

ることが分かった。 

(1) 実証的 : 長期計画策定会議における 予測・ 

戦略形成や、 プロジェクト 評価における 意 

思決定支援などの 戦略的知性の 実質的役割 

を認めている。 政策過程に参画する 市民の 
役割を期待するが、 その活動には 改善の余 

地があ ると見ている。 知識活動の科学的堅 

牢性を評価し、 その政治的機能を 強く否定 

する。 

(2) 道具的 : 政策立案者と 行政官の意思決定 
に際して具体的な 利用に主眼を 置く。 資源 

配分、 政策選択や法律制定が 戦略的知性の 
主要な機能であ ると見ている。 そのような 

意思決定には 説明責任を果たすことが 伴う 

と理解しており、 利害が衝突するような 問 

題に対しては、 限られた範囲の 関係者によ 

って意思決定の 中心化を図ることを 解決策 
の 一 っとする。 

(3) 批判的 : 戦略的知性の 象徴的利用を 強調 
する。 そのような利用は 国民に対する 説明 

責任を果たす 目的以上のものであ るとし、 
政策デザイン・ 形成過程において 予測活動 

が実質的に利用されるということに 疑念を 

呈する。 市民参加懇談会や 審議会などにお 

ける市民や関係者の 巻き込みは奏功してれ 
ないと見る。 

(4) 民主的 : 戦略的知性の 活動により幅広く 

様々な関係者を 結びつけることに 成功して 
いるとする。 しかしコラボレーションやイ 

ノベーション、 対立の解消などに 至るよう 

な関係者の価値規範の 変化には否定的であ 
り、 こうした評価や 分析活動による 技術の 

経済的効率・ 効果の向上も 疑わしいとして 

いる。 

結論と今後の 進め方 

第一の目的に 対して、 文献分析により 49 個の 
戦略的知性の 機能を同定 し 、 それぞれ理論的 

に整理を行った。 第二の目的に 対して、 原子 
力技術研究開発政策の 事例においては、 政策 

そのものに対する 見方ばかりでなく、 そうし 

た政策の方向性を 決める意思決定・マネジメ 

ントに対する 見方でさえ関係者間において 見 
解が一致していないことを 明らかにした。 ま 

たそれは賛成・ 反対といった 単純な二分法で 
はなく、 4 つのパースペクティブを 基軸とし 
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て 回答者の属性に 依らない形で 出現している 
ことも示された。 

今後の研究では、 人々が抱くパースペタティ 

ブの差異をインタビューや 文献調査から 理解 
し、 それらのパースペクティブを 和解させる 

ような、 戦略的知性の 政策過程との 結びつき 

に対する現実的な 見方を提示する。 また、 太 

陽光発電技術研究開発における 戦略的知性の 

利用に対するパースペクティブを 分析し、 原 
子力の事例と 比較して、 パースペクティブの 

多様性と政策自体の 対立性との関係を 議論す 
る。 さらに回答者の 分類を基に、 理論的に分 

類した戦略的知性の 機能を再整理することも 
行う。 こうした事例研究と 機能分析を通じ、 

日本の戦略的知性を 生む実践活動の 改革に向 
けた提言を行っていきたい。 
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